
 1

 
平成１９年３月期 第３四半期財務・業績の概況（連結） 

平成 19 年２月９日 
 

上場会社名   前田建設工業株式会社       （コード番号：１８２４   東証第一部） 
（ＵＲＬ http://www.maeda.co.jp/） 
代 表 者  代 表 取 締 役 社 長 前田 靖治   ＴＥＬ：(03) 5276-5114 
問合せ責任者  経営管理本部財務部長 佐藤 寿郎 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
 
 ① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無    ： 有 
   （内容） 法人税等の計算方法について、簡便な方法を採用しております。 
 ② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無  ： 無 
 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無        ： 無 
 
２．平成 19 年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成 18 年４月１日～平成 18 年 12 月 31 日） 
（１）経営成績（連結）の進捗状況                    （注）百万円未満切捨表示 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年３月期第３四半期 310,061  － △4,255  － △4,991  － △3,708  －
18年３月期第３四半期   －  － －  － －  － －  －
(参考)18 年３月期 471,945    7,875   9,244    4,546   

 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

19 年３月期第３四半期 △21.85   －   
18 年３月期第３四半期 －   －   

(参考)18 年３月期 26.40   －   

（注）四半期業績の開示につきましては、当連結会計期間より実施しているため前年同四半期の実績及
び増減率は記載しておりません。 

 
［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 当社グループの売上高の内、工事完成基準を適用している工事については第４四半期に比較的集中
するという季節的変動要因があります。 
 当社グループの第３四半期の売上高は、通期予想売上高に対して、65.4％と低いものの、概ね予定
通りに推移しております。 
 

（２）財政状態（連結）の変動状況 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円    銭

19 年３月期第３四半期  591,138  187,419  31.0   1,078.34 
18 年３月期第３四半期 －  －  －   －  

(参考)18 年３月期 577,782  185,099  32.0   1,091.11 

（注）①四半期業績の開示につきましては、当連結会計期間より実施しているため前年同四半期の実績 
は記載しておりません。 

   ②18 年３月期の数値については、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本比率」を 
「自己資本比率」の欄に、「１株当たり株主資本」を「１株当たり純資産」の欄にそれぞれ記載
しています。 

 
[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等] 
   当第３四半期末の財政状態は、総資産は前連結会計年度末に比べて 133 億円余増加し、5,911 億円余
となりました。純資産は、1,874 億円余となり、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して 1.0 ポイ
ント減少し、31.0％となりました。 
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３． 平成 19 年３月期の連結業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

通       期 475,000  1,900   100  

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 0円59銭 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な
要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因に 
よって大きく異なる可能性があります。 

 
［業績予想に関する定性的情報等］ 
上記連結業績予想の数値は、本日発表の「平成19年３月期 通期業績予想の修正及び配当予想の修正
に関するお知らせ」の通りであります。 
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（要約）第３四半期連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

当第３四半期末 

（平成 18 年 12 月 31 日）

前連結会計年度末 

（平成 18 年３月 31 日） 
比較増減(△)            期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資産の部）  %  %  

Ⅰ 流動資産      

  現金預金     24,750        28,790  △4,039 

  受取手形・完成工事未収入金等    139,081        131,535        7,546 

  有価証券           323            819        △496 

  販売用不動産        11,254          6,349        4,905 

  未成工事支出金       156,371        159,601      △3,229 

  その他        53,303         48,846        4,457 

   貸倒引当金         △573          △775          202 

   流動資産合計       384,513    65.0       375,167    64.9       9,346 

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産        70,563         72,782      △2,218 

 ２ 無形固定資産         4,785          5,424        △639 

 ３ 投資その他の資産      

    投資有価証券       119,664        109,242       10,422 

    その他        22,041         32,701     △10,659 

     貸倒引当金      △10,430       △17,536        7,105 

    投資その他の資産の合計       131,275        124,407        6,867 

   固定資産合計       206,624    35.0       202,615    35.1       4,008 

    資産合計       591,138   100.0       577,782   100.0      13,355 
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（単位：百万円） 
当第３四半期末 

（平成 18 年 12 月 31 日）

前連結会計年度末 

（平成 18 年３月 31 日） 
比較増減(△)            期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負債の部）  %  %  

Ⅰ 流動負債      

  工事未払金等        59,675         73,541     △13,865 

  短期借入金        68,565         43,726       24,839 

  一年以内償還の社債        16,000         15,500          500 

  未成工事受入金       140,597        133,631        6,966 

  引当金         6,271         11,167      △4,895 

  その他        23,729         29,473      △5,743 

   流動負債合計       314,840    53.3       307,039    53.1       7,800 

Ⅱ 固定負債      

  社債        38,000         33,000        5,000 

  長期借入金        13,611         13,866        △254 

  退職給付引当金        27,735         27,750         △15 

  その他         9,530          6,979        2,551 

   固定負債合計        88,877    15.0        81,596    14.1       7,281 

    負債合計       403,718    68.3       388,636    67.3      15,082 

（少数株主持分）      

   少数株主持分       －    －         4,047     0.7   △4,047 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金       －    －        23,454     4.1   △23,454 

Ⅱ 資本剰余金       －    －        31,665     5.5    △31,665 

Ⅲ 利益剰余金       －    －       106,470    18.4   △106,470 

Ⅳ その他有価証券評価差額金       －    －        28,280     4.9    △28,280 

Ⅴ 為替換算調整勘定       －    －          △46   △0.0      46 

Ⅵ 自己株式       －    －       △4,725   △0.8       4,725 

    資本合計       －    －       185,099    32.0   △185,099 

負債・少数株主持分及び資本合計       －    －       577,782   100.0   △577,782 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

 １ 資本金        23,454     4.0       －    －    23,454 

 ２ 資本剰余金        31,709     5.4       －      －    31,709 

 ３ 利益剰余金       101,160    17.1       －      －     101,160 

 ４ 自己株式       △4,644   △0.8       －      －   △4,644 

   株主資本合計       151,679    25.7       －      －    151,679 

Ⅱ 評価・換算差額等      

 １ その他有価証券評価差額金        31,485     5.3       －      －    31,485 

 ２ 為替換算調整勘定          △35   △0.0       －      －     △35 

   評価・換算差額等合計        31,450     5.3       －      －    31,450 

Ⅲ 少数株主持分         4,289     0.7       －      －     4,289 

  純資産合計       187,419    31.7       －      －   187,419 

   負債及び純資産合計       591,138   100.0       －      －   591,138 
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（要約）第３四半期連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当第３四半期 

 自 平成 18 年 ４月 １日 

至 平成 18 年 12 月 31 日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年４月 １日 

至 平成 18 年３月 31 日 

                   期 別

科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

  %  %

Ⅰ 売上高       310,061    100.0       471,945    100.0 

Ⅱ 売上原価       292,399     94.3       434,809     92.1 

売上総利益        17,662      5.7        37,135      7.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        21,917      7.1        29,260      6.2 

  営業利益 －    －      7,875      1.7 

  営業損失         4,255    △1.4       －       － 

Ⅳ 営業外収益         1,789      0.6         3,832      0.8 

Ⅴ 営業外費用         2,525      0.8         2,462      0.5 

  経常利益       － －         9,244      2.0 

  経常損失         4,991    △1.6       －       － 

Ⅵ 特別利益           328      0.1         4,117      0.9 

Ⅶ 特別損失           855      0.3         6,311      1.3 

  税金等調整前第３四半期（当期）純利益       －    －         7,051      1.5 

  税金等調整前第３四半期（当期）純損失         5,518    △1.8            －       － 

  税金費用       △1,902    △0.6         2,085      0.4 

  少数株主利益            93      0.0           419      0.1 

  第３四半期（当期）純利益       －    －         4,546      1.0 

  第３四半期（当期）純損失         3,708    △1.2       －    － 
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第３四半期個別受注の概況 

 

（１）個別受注実績 

 受注高 

19 年３月期第３四半期 246,632 百万円 △8.4%

18 年３月期第３四半期      269,334 △6.8 

（注）①受注高は、当該四半期までの累計額です。 

   ②パーセント表示は、前年同四半期比増減率を示します。 

（参考）受注実績内訳                              （単位：百万円） 

区 分 

当第３四半期 

 自 平成 18 年 ４月 １日 

至 平成 18 年 12 月 31 日 

前第３四半期 

 自 平成 17 年 ４月 １日 

至 平成 17 年 12 月 31 日 

比較増減 増減率 

国内官公庁      19,899 (  8.1%)      32,892 ( 12.2%) △12,992 △39.5% 

国 内 民 間      20,407 (  8.3%)      22,224 (  8.3%) △1,816   △8.2% 

海 外      39,548 ( 16.0%)      18,546 (  6.9%)    21,002   113.2% 

土 

木 

計      79,855 ( 32.4%)      73,662 ( 27.3%)     6,193     8.4% 

国内官公庁       3,205 (  1.3%)      14,420 (  5.4%) △11,214  △77.8% 

国 内 民 間     162,601 ( 65.9%)     181,136 ( 67.3%) △18,534  △10.2% 

海 外         968 (  0.4%)         115 (  0.0%)       852   736.6% 

建 

築 

計     166,776 ( 67.6%)     195,672 ( 72.7%) △28,895  △14.8% 

国内官公庁      23,105 (  9.4%)      47,312 ( 17.6%) △24,206  △51.2% 

国 内 民 間     183,009 ( 74.2%)     203,360 ( 75.5%) △20,351  △10.0% 

海 外      40,517 ( 16.4%)      18,662 (  6.9%)    21,855   117.1% 

建 

設 

事 

業 

合 

計 

計     246,632 (100.0%)     269,334 (100.0%) △22,702   △8.4% 

開発事業等          － (    －)          － (    －) － － 

合 計     246,632 (100.0%)     269,334 (100.0%) △22,702 △8.4% 

（注）（ ）内のパーセント表示は、構成比率を示します。 

 

（２）個別受注予想 

 通 期 

19 年３月期予想 400,000 百万円 4.8%

18 年３月期実績      381,808 △2.0 

（注）パーセント表示は、前年同期比増減率を示します。 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な

要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因に 

よって大きく異なる可能性があります。 

 

［個別受注実績及び個別受注に関する定性的情報等］ 

  第３四半期における個別受注実績は、土木工事は国内官公庁工事が減少した反面、海外工事が大幅に

増加したことにより、61 億円余の増加となりましたが、建築工事は国内官公庁及び国内民間工事が 297

億円余減少した影響により、総額では 8.4％減の 2,466 億円余となりました。 
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公正取引委員会による家宅捜索を受けたことについて 

 

  本年１月 25 日、名古屋市発注の地下鉄工事入札に関して、独占禁止法違反の嫌疑により、当社中部
支店が公正取引委員会の家宅捜索を受けました。 
 
  当社は、一昨年８月『ＭＡＥＤＡ企業行動憲章』を制定すると共に、法令遵守と企業倫理の徹底のた
めの行動基準である『ＭＡＥＤＡ行動規範』『ＭＡＥＤＡ倫理要綱』の改訂を行い、その浸透を図るべ
くコンプライアンスの徹底に向けて取り組んできたところでありましたが、家宅捜索を受けたことは誠
に遺憾であります。 

 
  本件に関しまして、ご関係の皆様に多大なご迷惑とご心配をおかけいたしましたことを深くお詫び申
し上げます。 
 
  当社といたしましては、当局の捜査には誠意をもって協力してまいる所存であります。 
 
  今後は、「新生前田」の確立に向け、昨年来、進めております企業体質の変革をさらに強力に真摯に
推し進めてまいりますので、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 
以 上 


